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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第78期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第77期

会計期間

自　平成20年
　　　４月１日
至　平成20年
　　　６月30日

自　平成19年
　　　４月１日
至　平成20年
　　　３月31日

売上高 (千円) 5,492,12520,994,323

経常利益 (千円) 829,9303,169,003

四半期(当期)純利益 (千円) 490,4681,710,963

純資産額 (千円) 22,717,18323,257,844

総資産額 (千円) 33,780,95934,314,216

１株当たり純資産額 (円) 863.85 883.91

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 18.71 60.48

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 67.0 67.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 673,6343,174,282

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △431,914△2,444,101

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △559,629△2,143,294

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 5,409,5355,924,777

従業員数 (名) 730 704

(注)１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していな

い。　

　　２　売上高には、消費税等は含まれていない。　

　　３　第78期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間より、子会社㈱エスエヌティビルのビル賃貸業が重要性を増したため、不動産

事業として認識した。

　なお、主要な関係会社に異動はない。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 730

(注)  従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。)である。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 97

(注)  従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)である。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

ある。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

鍛造事業 4,330,599

建機事業 486,361

物流事業 522,697

不動産事業 ―

合計 5,339,657

(注) １　金額は販売価格による。
２　上記の金額には、消費税等は含まれていない。
３　不動産事業については、賃貸収入のみで生産実績はない。

　

(2) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

ある。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

鍛造事業 4,348,7032,736,000

建機事業 452,772 300,000

物流事業 514,455 333,000

不動産事業 ― ―

合計 5,315,9303,369,000

(注)１　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　　２　不動産事業については、賃貸収入のみのため、受注実績は記載していない。
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(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

ある。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

鍛造事業 4,471,003

建機事業 454,071

物流事業 521,754

不動産事業 45,295

合計 5,492,125

(注) １　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりである。

　

相手先

当第１四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

日産自動車株式会社 1,010,716 18.4

２　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はない。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析

　　当第１四半期連結会計期間における売上高は、54億92百万円となった。なお、事業別の売上

　　高は次のとおりである。

　　　鍛造事業は、44億71百万円を計上、建機事業は、４億54百万円を計上、物流事業は、５億21

    百万円を計上、当第１四半期連結会計期間より新たにセグメンテーションした不動産事業は、

　　45百万円を計上した。

　　　利益面では、営業利益は４億86百万円、経常利益は８億29百万円、四半期純利益は４億90百

　　万円を計上した。

(2) 財政状態の分析

　　当第１四半期連結会計期間末における資産は、前連結会計年度末に比べ５億33百万円減少し

　　た。主な増減は、流動資産では、現金及び預金が５億19百万円減少し、流動資産合計は５億69

    百万円減少した。

　　　また、固定資産では、投資有価証券が５億20百万円増加し、有形固定資産その他が２億93百

　　万円減少、投資その他も１億42百万円減少し、固定資産合計は36百万円増加した。

　　　一方、流動負債では、支払手形及び買掛金が１億４百万円増加、未払法人税等が２億20百万

　　円減少し、流動負債合計は67百万円減少した。純資産は、その他有価証券評価差額金が２億90

    百万円増加し、為替換算調整勘定が７億82百万円減少し、純資産合計は５億40百万円の減少と

　　なった。
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(3) キャッシュ・フローの状況

　　　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より５億15

      百万円減少し、54億９百万円となった。

　 　(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　　　　当第１四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は、６億73百万円となった。

　　　これは主に税金等調整前四半期純利益８億29百万円計上によるものである。

　　 (投資活動によるキャッシュ・フロー)

　　　　当第１四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は、４億31百万円となった。

　　　これは主に有形固定資産の取得等によるものである。

　　 (財務活動によるキャッシュ・フロー)

　　　　当第１四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は、５億59百万円となった。

　　　これは主に配当金の支払によるものである。

(4) 事実上及び財務上の対処すべき課題

　　　当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重

　　　要な変更及び新たに生じた課題はない。

　

(5) 研究開発活動

　　　該当事項はない。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

  当第１四半期連結会計期間において、主要な設備の状況に重要な異動はない。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　前連結会計年度末に計画中であった、サイアム・メタル・テクノロジー社本社工場の生産設備

　の新設は、平成20年６月に完了した。これに伴い、同工場における生産能力は20%増加する見込

　である。

  当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 115,000,000

計 115,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,998,69128,998,691
東京証券取引所
市場第一部

―

計 28,998,69128,998,691― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はない。
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(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はない。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年６月30日 ― 28,998,691 ― 7,256,723 ― 6,642,283

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社から、平成20年

７月７日付で大量保有報告書に関する変更報告書の写しの送付があり(報告義務発生日　平成20年６月30

日)、次のとおり株式を保有している旨報告を受けたが、当第１四半期会計期間末における当該法人名義

の実質所有株式数の確認はできていない。

　なお、その変更報告書の内容は以下のとおりである。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ株式会社

東京都渋谷区広尾１丁目１番３９号 1,704 5.88

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ、エヌ・エイ

アメリカ合衆国　カリフォルニア州　
サンフランシスコ市　フリーモント
・ストリート４５

350 1.21

計 ― 2,054 7.09
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きないので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載している。

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― 　　　　　　　― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 (自己保有株式)　 
普通株式
         2,789,800

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式
        26,185,200

261,852 ―

単元未満株式
 普通株式
            23,691

― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 28,998,691 ― ―

総株主の議決権 ― 261,852 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,500株(議決権15個)含まれている。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社シンニッタン

茨城県高萩市上手綱
3333番地３

2,789,800 ― 2,789,8009.62

計 ― 2,789,800 ― 2,789,8009.62

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月

最高(円) 638 706 646

最低(円) 555 581 572

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。　
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人大手門会計事務所により四半

期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
　(1) 【四半期連結貸借対照表】
    

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
　　(平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る
　要約連結貸借対照表
　　(平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,429,619 5,949,080

受取手形及び売掛金 5,178,561 5,315,202

有価証券 202,560 202,344

製品 839,620 883,271

半製品 143,177 81,610

原材料 567,788 592,804

仕掛品 878,755 830,089

その他 5,289,288 5,244,590

貸倒引当金 △16,398 △16,175

流動資産合計 18,512,972 19,082,818

固定資産

有形固定資産

土地 4,470,823 4,518,402

その他（純額） 6,178,919 6,472,027

有形固定資産合計 ※１
 10,649,742

※１
 10,990,430

無形固定資産 47,486 47,523

投資その他の資産

投資有価証券 4,189,931 3,669,883

その他 397,354 540,088

貸倒引当金 △16,528 △16,528

投資その他の資産合計 4,570,757 4,193,444

固定資産合計 15,267,986 15,231,397

資産合計 33,780,959 34,314,216
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
　　(平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る
　要約連結貸借対照表
　　(平成20年３月31日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,660,040 5,555,334

短期借入金 1,037,062 1,035,174

未払法人税等 352,628 573,252

賞与引当金 168,977 95,177

その他 493,150 520,773

流動負債合計 7,711,860 7,779,713

固定負債

長期借入金 2,381,917 2,415,155

退職給付引当金 186,484 196,617

役員退職慰労引当金 472,888 463,820

その他 310,624 201,065

固定負債合計 3,351,914 3,276,658

負債合計 11,063,775 11,056,371

純資産の部

株主資本

資本金 7,256,723 7,256,723

資本剰余金 6,873,019 6,873,019

利益剰余金 10,389,889 10,423,596

自己株式 △1,824,353 △1,824,164

株主資本合計 22,695,279 22,729,175

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 536,711 246,584

為替換算調整勘定 △591,819 190,468

評価・換算差額等合計 △55,108 437,053

少数株主持分 77,013 91,615

純資産合計 22,717,183 23,257,844

負債純資産合計 33,780,959 34,314,216
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(2)【四半期連結損益計算書】
　 【第1四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第1四半期連結累計期間　
(自　平成20年４月１日
 至  平成20年６月30日)

売上高 5,492,125

売上原価 4,689,145

売上総利益 802,980

販売費及び一般管理費

運賃 101,915

その他 214,161

販売費及び一般管理費合計 316,077

営業利益 486,903

営業外収益

受取利息 81,704

受取配当金 48,199

作業屑売却益 208,535

その他 56,902

営業外収益合計 395,342

営業外費用

支払利息 24,655

退職給付費用 17,364

その他 10,295

営業外費用合計 52,315

経常利益 829,930

税金等調整前四半期純利益 829,930

法人税、住民税及び事業税 333,633

法人税等調整額 614

法人税等合計 334,247

少数株主利益 5,213

四半期純利益 490,468
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日

 　至  平成20年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 829,930

減価償却費 302,250

受取利息及び受取配当金 △129,904

支払利息 24,655

賞与引当金の増減額（△は減少） 73,800

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10,132

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9,068

売上債権の増減額（△は増加） △57,310

たな卸資産の増減額（△は増加） △136,171

仕入債務の増減額（△は減少） 276,721

その他 △66,843

小計 1,116,064

利息及び配当金の受取額 129,904

利息の支払額 △24,655

法人税等の支払額 △547,678

営業活動によるキャッシュ・フロー 673,634

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △202,560

有価証券の売却による収入 202,344

有形固定資産の取得による支出 △404,313

投資有価証券の取得による支出 △36,258

投資有価証券の売却による収入 3,000

短期貸付金の増減額（△は増加） 56

長期貸付金の回収による収入 129

その他 5,687

投資活動によるキャッシュ・フロー △431,914

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △31,349

配当金の支払額 △524,175

少数株主への配当金の支払額 △3,914

自己株式の取得による支出 △189

財務活動によるキャッシュ・フロー △559,629

現金及び現金同等物に係る換算差額 △197,333

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △515,242

現金及び現金同等物の期首残高 5,924,777

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 5,409,535

EDINET提出書類

株式会社シンニッタン(E01289)

四半期報告書

16/29



　

EDINET提出書類

株式会社シンニッタン(E01289)

四半期報告書

17/29



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

　【会計方針の変更】

１　棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　　　「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会

　　計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基　　

　　準第９号)を当第１四半期連結会計期間から適用

　　し、評価基準については、原価法から原価法(収

　　益性の低下による簿価切下げの方法)に変更して

　　いる。

　　　この結果、従来の方法によった場合と比べ、

　　売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調

　　整前四半期純利益が33,088千円それぞれ減少し

    ている。

　　　なお、セグメント情報に与える影響は、当該

　　箇所に記載している。

２　リース取引に関する会計基準等の適用

　　　 「リース取引に関する会計基準」(企業会計基

　　準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19

　　年３月30日　企業会計基準第13号)及び「リース

　　取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基

　　準委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19

　　年３月30日　企業会計基準適用指針第16号)を当

　　第１四半期連結会計期間から早期に適用し、所

　　有権移転外ファイナンス・リース取引について　

　　は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計　

　　処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会

　　計処理に変更し、リース資産として計上してい

　　る。

　　　また、リース資産の減価償却の方法は、リー

　　ス期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして

　　算定する方法によっている。

　　　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所

　　有権移転外ファイナンス・リース取引について

　　は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

　　処理を引き続き採用している。　

　　　この結果、リース資産が有形固定資産に9,646

    千円計上されている。営業利益、経常利益及び

　　税金等調整前四半期純利益に与える影響はな

　　い。

３　売上高の範囲の変更

　　　子会社㈱エスエヌティビルの賃貸収入は、従

　　来、営業外収益に計上していたが、不動産事業

　　の重要性が増したため、当第１四半期連結会計

　　期間より売上高に計上するよう変更した。

　　　この結果、従来の方法によった場合と比べ、

　　売上高及び営業利益は45,295千円増加してい

　　る。経常利益及び税金等調整前四半期純利益に

　　与える影響はない。

　　　なお、セグメント情報に与える影響は、当該

　　箇所に記載している。　
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が

　前連結会計年度末に算定したものと著しい変化が

　ないと認められるため、前連結会計年度末の実績

　率等を使用して貸倒見積高を算定している。

２　棚卸資産の評価方法

　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に

　関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末

　の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算

　定する方法によっている。

　　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益

　性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価

　額を見積り、簿価切下げを行う方法によってい

　る。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会

　計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定

　する方法によっている。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味す

　る加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定

　する方法によっている。

５　連結会社相互間の債権債務及び取引の相殺消去

連結会社相互間の債権と債務の相殺消去

　　　当該債権の額と債務の額に差異が見られる場

　　合には、合理的な範囲内で当該差異の調整を行

　　わないで債権と債務を相殺消去している。

　連結会社相互間の取引を相殺消去

　　　取引金額に差異がある場合で当該差異の重要

　　性が乏しいときには、親会社の金額に合わせる

　　方法により相殺消去している。
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

　【税金費用の計算】

　法人税等の処理は、法定実効税率をベースとし

　た年間予測税率により計算している。

　

【追加情報】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

　【有形固定資産の耐用年数の変更】　　

　当社及び国内連結子会社の機械装置について

　は、従来、耐用年数を４～13年としていたが、当

　第１四半期連結会計期間より４～10年に変更し

　た。この変更は、減価償却資産の耐用年数等に関

　する省令の一部改正(平成20年４月30日　財務省令

　第32号)に伴うものである。

　　この変更による損益に与える影響は軽微であ

　る。

　　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇

　所に記載している。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 19,025,295千円※１　有形固定資産の減価償却累計額 19,508,897千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

　　 貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係　　

　　　

現金及び預金勘定 5,429,619千円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△20,084

現金及び現金同等物 5,409,535
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 28,998,691

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 2,790,211

　

　

３　新株予約権等に関する事項

    　  該当事項はない。

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 524,175 20.00平成20年３月31日 平成20年６月30日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はない。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　該当事項はない。
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(リース取引関係)

　　　 該当事項はない。

　

(有価証券関係)

　　 　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はない。

　

(デリバティブ取引関係)

　　 　当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はない。

　

(ストック・オプション等関係)

      　該当事項はない。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

鍛造事業
(千円)

建機事業
(千円)

物流事業
(千円)

不動産事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

4,471,003454,071521,75445,2955,492,125― 5,492,125

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 4,471,003454,071521,75445,2955,492,125― 5,492,125

営業利益 451,12258,47056,98725,802592,382(105,479)486,903

(注) １　事業区分の方法

当社の事業区分の方法は、当社売上集計区分及び製造方法を勘案して自動車部品、建設機械部品等の製造販売

を業とする鍛造事業、建設用機材の製造販売(建設用機材のリースを含む)を業とする建機事業、物流機器の製

造販売を業とする物流事業及びビル賃貸を業とする不動産事業とにセグメンテーションしている。

２　各事業区分の主要製品

事業区分 売上区分 主要製品

鍛造事業 鍛工品 シャフト、ピニオン、チューブ、ナックル

建機事業
建設用機材
建設用機材リース

枠組足場、鋼製踏板、鋼製足場板
建設用機材全般

物流事業 物流機器 各種パレット

不動産事業 ビル賃貸 ―

３　事業区分の変更

従来、子会社㈱エスエヌティビルの不動産賃貸事業は「消去又は全社」に含めていたが、当該事業区分の資産

割合が10%を超えたため、当第１四半期連結会計期間より「不動産事業」として区分表示することに変更し

た。

この結果、前連結会計年度と同様の区分によった場合と比ベ、「消去又は全社」の売上高は45,295千円減少

し、営業利益も25,802千円減少することとなるが、(注)４の影響額と相殺されている。「不動産事業」につい

ては、それぞれ同額増額している。

４　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　会計方針の変更」に記載のとおり、子会

社㈱エスエヌティビルは、当第１四半期連結会計期間より売上高の範囲を変更している。当該変更により、従

来の方法によった場合と比べ、売上高及び営業利益は「不動産事業」で45,295千円増加している。

５　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　会計方針の変更」に記載のとおり、当社

及び国内連結子会社は、当第１四半期連結会計期間より棚卸資産の評価方法を変更している。当該変更によ

り、従来の方法によった場合と比べ、営業利益は「鍛造事業」で33,088千円減少している。

６　「追加情報」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、当第１四半期連結会計期間より減価償却の方法を

変更している。この変更による影響は軽微である。
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【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

日本
(千円)

タイ
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 4,006,1551,485,9695,492,125 ― 5,492,125

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 4,006,1551,485,9695,492,125 ― 5,492,125

営業利益 431,577 160,805 592,382(105,479)486,903

(注) １　当社は、所在地別セグメントを原則国別で行っている。なお、中国所在の上海日鍛金属有限公司は、重要性に乏

しいため日本セグメントに含めて表示している。

２　事業区分の変更

従来、子会社㈱エスエヌティビルの不動産賃貸事業は「消去又は全社」に含めていたが、当該事業区分の資産

割合が10%を超えたため、当第１四半期連結会計期間より「不動産事業」として区分表示することに変更し、

所在地別では「日本」に含めることとした。

この結果、前連結会計年度と同様の区分によった場合と比ベ、「消去又は全社」の売上高は45,295千円減少

し、営業利益も25,802千円減少することとなるが、(注)３の影響額と相殺されている。「日本」については、そ

れぞれ同額増額している。

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　会計方針の変更」に記載のとおり、子会

社㈱エスエヌティビルは、当第１四半期連結会計期間より売上高の範囲を変更している。当該変更により、従

来の方法によった場合と比べ、売上高及び営業利益は「日本」で45,295千円増加している。

４　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　会計方針の変更」に記載のとおり、当社

及び国内連結子会社は、当第１四半期連結会計期間より棚卸資産の評価方法を変更している。当該変更によ

り、従来の方法によった場合と比べ、営業利益は「日本」で33,088千円減少している。

５　「追加情報」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、当第１四半期連結会計期間より減価償却の方法を

変更している。この変更による影響は軽微である。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

アジア(千円) その他の地域(千円) 計(千円)

Ⅰ　海外売上高 1,285,822 ― 1,285,822

Ⅱ　連結売上高 ― ― 5,492,125

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

23.4 ― 23.4

(注) １　国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。

２　各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりである。

アジア：タイ国、中国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　

(企業結合等関係)

該当事項はない。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 863円85銭１株当たり純資産額 883円91銭

　

　　　(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日)

前連結会計年度末
（平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 22,717,183 23,257,844

普通株式に係る純資産額(千円) 22,640,170 23,166,228

差額の主な内容（千円）

　少数株主持分 77,013 91,615

普通株式の発行済株式数(千株) 28,998 28,998

普通株式の自己株式数(千株) 2,790 2,789

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数（千株）

26,208 26,208

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益     18円71銭

なお、「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」につ
いては、潜在株式がないため記載していない。
 

　

　　　(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 490,468

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 490,468

普通株式の期中平均株式数(千株) 26,208

　

(重要な後発事象)

該当事項はない。
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２【その他】

　該当事項はない。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月８日

株式会社シンニッタン

取締役会　御中

　

監査法人大手門会計事務所

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　池　　上　　健　　志　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　才　　川　　久　　男　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　根　　本　　芳　　男　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社シンニッタンの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社シンニッタン及び連結子会社の平成

20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注)１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管している。

　　２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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